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生活保護の被保護者数は、平成 23年７月に現行制度下で過去最高となった。それ以降も増

加傾向にあり、平成 24 年 11 月には約 215 万人となっている。この要因は、失業等により、

稼働年齢層と考えられる世帯の受給が平成 14年度は約７万世帯のところ、24年度は約 28万

世帯に急増していることや、就労による経済的自立が容易でない高齢者世帯の受給が 14年度

は約 40 万世帯のところ、24 年度は約 68 万世帯に増加していること等にあるとされている。

また、生活保護費の総額も近年増加の一途をたどり、平成 24年度には約 3.6兆円に達してお

り、医療扶助がその半数（約 1.7 兆円、47％）を占めるものとなっている。さらに、近年、

不正受給も増加傾向にあり、平成 23年度においては約 3.6万件、総額約 173 億円（22 年度：

約 2.5 万件、総額約 129億円）となっている。 

生活保護は、都道府県・市又は福祉事務所を設置する町村の福祉事務所において実施され、

福祉事務所では、被保護世帯に対して担当の現業員を配置しているが、被保護者の急増によ

り、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）で定められている「市部：被保護世帯 80世帯ごと

に１人」等の基準と乖離する実態となっている（平成 24 年度の全国平均で被保護世帯 93 世

帯ごとに１人）。 

また、被保護者に対する就労・自立支援についても、現業員等による就労支援や就労指導

のほか、福祉事務所と公共職業安定所の連携強化等の取組が行われているが、近年の被保護

者の急増等の状況にあって、自立を助長する仕組みが必ずしも十分に機能しているとは言い

難い状況にあるとされている。 

さらに、被保護世帯の世帯主の約 25％が過去に被保護世帯で育ったとされる中、「貧困の

連鎖」の防止策の必要性も指摘されている。 

一方、医療扶助については、後発医薬品の使用促進や電子レセプトシステムを活用したレ

セプト点検の強化等の取組が行われているが、一部には医療機関への受診などにおいて不適

切な受給もあるとの指摘がなされている。 

この調査は、以上のような状況を踏まえ、生活保護の実態を明らかにし、生活保護を要す

る者への適正な保護、被保護者に対する就労・自立支援等の効果的な実施を図る観点から、

生活保護の現状・動向、生活保護行政の実態等について調査し、関係行政の改善に資するた

めに実施したものである。 
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